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（１） ふくそう海域の安全対策

①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （１／２）

東京湾における交通管制の一元化

 港内交通管制室の監視対象エリアを水路及びその周辺海域から港内全域に拡大し、船舶動静監視に基づく情報が通航船舶に確実に伝達されるよう
情報聴取義務海域を設定して、港内の安全性を高める。

 東京湾においては、湾内全ての港内交通管制室（京浜港及び千葉港）と東京湾海上交通センターを統合し、船舶動静監視と情報提供を一元的に実
施する体制を構築する。

 湾外から港内まで一体的な航行管制を実施することによって、信号・渋滞待ちのない定時運航が可能となり、物流の一層の効率化の実現・東京湾の
国際競争力の強化に貢献する。

大規模地震発生時における船舶交通の安全対策

 港内から湾外まで一体的な情報提供にあっては、情報の聴取義務海域を設定するほか、関係機関と有機的な連携体制を構築し、発災前には在泊船
の安全な避難・誘導を図るとともに、発災後にはＡＩＳ仮想航路標識を用いて避難経路や沈没船海域、緊急確保航路の啓開作業区域など適時的確に
明示する。

伊勢湾及び大阪湾等における交通管制の一元化
 伊勢湾、大阪湾等における交通管制の一元化計画を策定する。

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策
（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の①を含む

東京湾における海上交通センター及び港内管制室の統合（施設関連）
 東京港内交通管制室移設に伴う整備（東京第十三号地（お台場））
 総合スケジュールの検討
 庁舎移転手続き
 横浜港における強制水先緩和に合わせた先行整備
船舶の動静監視海域及び情報聴取義務・勧告等実施海域の拡大の検討
 一元化にかかる調査研究の実施
 港湾管理者や代理店等関係者から情報収集方法・内容の精査
 ユーザーニーズの把握
大規模災害発生時の安全な避難誘導方法の構築
 海事関係者からの在泊船の避難方法の意見聴取・整理
 ＡＩＳ仮想航路標識を用いた避難経路の明示による安全な避難誘導方法の検討（港湾局等との
連携）

伊勢湾・大阪湾等における一元化検討
 安全性及び運航能率の向上等を指標化し、社会情勢を踏まえた整備時期・交通管制の方向性
の検討

平成２６年度主な施策実施状況

施策
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（１） ふくそう海域の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

海上交通センター及び港内交

通管制室の統合

船舶の動静監視海域の拡大

(次世代管制業務支援システム構築)

船舶の情報聴取義務・勧告等実

施海域の拡大（制度の見直し）

大規模災害発生時の安全な避

難誘導方法の構築

伊勢湾、大阪湾等における交通管制の
一元化計画

①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （２／４）

東京湾の交通管制一元化：平成２９年度末運用開始

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策
（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の①を含む

レーダー・監視カメラ・信号板、運用卓等の高度化、管制業務支援システム、局舎改修等の整備

統合スケジュールの検討

運用体制の方針決定（組織・定員要求等）

管制マニュアルの作成（ＢＣＰの検討を含む）

庁舎移転手続き 庁舎改修整備

湾外～港内交通流解析による一元管制、管制信号との連帯制御、衝突予測の構築

一元化にかかる調査設計の実施

非常時の避難船舶の管制、ＡＩＳ仮想航路標識表示の構築

拡大海域の検討・省令改正手続の検討

制度見直し作業

適切な避難経路等の検討
港湾局及び海事局と連携した避難海域の運用要領策定

制度改正

一元化等における安全性及び運航効率の向上の検討・整理 整備計画の策定
方針

東

京

湾

試験運用

推進スケジュール
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横浜先行整備、運用開始



（１） ふくそう海域の安全対策

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 東京湾内に所在する海上交通センター及び港内交通管
制室の統合

 東京湾における船舶動静監視海域の拡大

 東京湾における船舶の情報聴取義務・勧告等の海域拡大

 東京湾におけるＡＩＳ仮想航路標識を用いた緊急確保航
路の啓開作業区域等の適時的確な明示

 伊勢湾、大阪湾等における整備計画の策定
（施策具現化後の指標）

★ 東京湾における情報提供件数（台風等における避難勧告発令を除く）

★ 東京湾における災害発生時の避難船舶への情報報提供件数（港外避
難船舶、港内避難船舶、湾外避難船舶）

 航行管制、情報提供機能の強化

 信号・渋滞待ちの緩和、物流の効率化

 災害時における安全で円滑な避難

（施策具現化後の指標）

★ 衝突・乗揚事故の回避件数・隻数（平時・災害時）

★ 信号・渋滞待ち時間等（アンケート）

（施策具現化後の指標）

 港内等における衝突・乗揚事故の減少

★ 一元的な船舶の動静監視・情報提供体制を整
備する港内等における船舶の衝突・乗揚事故
隻数

東京湾における海上交通センター及び港内管制室の統合（施設関連）
 横浜港における強制水先緩和に合わせた先行整備及び運用開始
 次世代交通管制システムの開発等
 東京港内交通管制室信号板移設（東京第十三号地（お台場））
 横浜第二合同庁舎の改修の実施
船舶の動静監視海域及び情報聴取義務・勧告等実施海域の拡大の検討
 一元化にかかる調査研究を踏まえた必要な海域の設定・管制方法の策定
 横浜港における強制水先緩和にあわせた情報聴取義務海域の設定
大規模災害発生時の安全な避難誘導方法の構築
 一元化にかかる調査研究を踏まえた安全な避難誘導方法等の策定
伊勢湾・大阪湾等における一元化検討
 一元化計画の方針の策定

★評価指標

①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （３／４）

（３）港内船舶交通の効率化・安全対策
（６）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の①を含む

評価指標

平成２７年度施策実施計画
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①海上交通センターの機能充実 （ア）三大湾における一元的な海上交通管制の構築 （４／４）

横浜港内
交通管制室

船名確認・マーキング

①

②

③

位置通報・ＡＩＳで該船確認、ID付与、動静監視

東京湾海上交通センター

ファーストコンタクト、適宜情報提供

レーダーサービスエリアから入航順番に整列

動静監視を引き継ぎ、港内航路への
入航の順番付け及び情報提供を実施

A

A

Ｉ

Ｉ

Ｉ

C

C

D

D

D

D

B

B

①
②

③

入出港予定時間、着岸バース、水先人・タグボートの有無等を把握し、「運航予定表」を作成
ポートラジオ
（港湾管理者）

横浜港内管制室
事前通報

情報提供の
引継ぎ

（港域付近）

着岸準備

（情報提
供離脱）

管制官による信号の手動切替

情報聴取海域

情報聴取等新規追加海域

①

②

③

港域付近で東京湾海上
交通センターから引継ぎ

東京湾海上
交通センター

D

（１） ふくそう海域の安全対策
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浦賀水道航路入口から横浜港までの一元管制のイメージ



①海上交通センターの機能充実 （イ）レーダー不感地帯の解消等（１／２）

 地形によって生じるレーダーの不感地帯により、船舶の動静監視と適切な情報提供が
実施できない空白地帯を解消するため、航行環境への変化に対応した最適な箇所に
レーダー局を増設する。

 災害時等においても海上交通センターの機能が停止することがないように、レーダーや
電源系統の二重化整備を行う。

 ＡＩＳ仮想航路標識の運用に対応した運用卓及び次世代訓練用シミュレーターを整備
する。

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

レーダー局等の増設

海上交通センター機能の維持確保

粟島レーダー局新設（備讃海峡海上交通センター）

電源二重化（関門海峡海上交通センター）

レーダー機能の二重化整備方針

レーダー機能の二重化整備

次世代運用卓に対応した訓練用シミュレーター及びＡＩＳ仮想航路標識の運用に対応した運用卓の整備

関門海峡西口レーダー局新設

 備讃瀬戸航路（粟島）へのレーダー局整備
 関門海峡海上交通センターの電源設備の二重化
 レーダー機能の二重化整備方針の策定

（１） ふくそう海域の安全対策

施策

推進スケジュール

平成２６年度主な施策実施状況
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レーダー不感地帯

関門海峡海上交通センター

レーダー
有効エリア

整備計画の策定



（１） ふくそう海域の安全対策

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

★ レーダー局の増設箇所数

★ レーダーの二重化整備箇所数

★電源系統の二重化整備箇所数

★ ＡＩＳ仮想航路標識の運用に対応した運用卓
等の整備箇所数

 海上交通センターの的確・不断の業務執行体制

★海上交通センターの運用率（電源異常、レー
ダー異常、その他の事象による休止時間）

 ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低
発生水準の維持

★衝突・乗揚事故隻数とＡＩＳ搭載船舶の通
航隻数による事故発生水準

①海上交通センターの機能充実 （イ）レーダー不感地帯の解消等（２／２）

 関門海峡西側のレーダー局新設に向けた検討
 レーダー機能の二重化整備方針に基づく計画の策定及び整備

★評価指標

平成２７年度施策実施計画

評価指標
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 運用管制官等の外国船舶に対応した語学力の向上、交通管制一元化による海上交通センターの機能充実から、安全運航を効果的に支援するための
実例に即したシミュレーション訓練等による研修内容の充実を図るとともに、専従教官等の配置及び研修生を拡大する。

（１） ふくそう海域の安全対策

②運用管制官等の育成体制の強化（１／２）

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

運用管制官等のシミュレーション訓
練等による研修内容充実

専従教官等の配置、研修生の拡大

海上保安学校門司分校への訓練機材の拡充 交通管制一元化システム導入、AIS仮想航路標識の活用等、次世代運用卓に対応した訓練用
シミュレータの整備

VTS英語教材の更なる充実強化

施策

推進スケジュール

上記シミュレーター等を使用した研修の実施

 門司分校への訓練機材の拡大整備 【訓練用シミュレータの整備台数：３台】
 海域に応じた英語教材の充実 【英語教材の充実整備箇所数：２箇所】
 運用管制官の安定的な育成のための課題等の整理
 研修修了者数 【７４名】

平成２６年度主な施策実施状況

運用管制官を安定的に確保するための中長期的な方針策定

7

運用管制官の安定的な育成のための課題整理



（１） ふくそう海域の安全対策

②運用管制官等の育成体制の強化（２／２）

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 運用管制官等のシミュレーション訓練等による
研修内容の充実

 専従教官の配置及び研修生の拡大

★訓練用シミュレータの整備箇所数

★英語教材の充実整備箇所数

★専従教官の配置人数（門司分校・各センター）

★ 研修修了者数

 海上交通センターの的確・不断の業務執行体制

★情報提供・勧告件数

★衝突・乗揚事故の回避件数・隻数（日本船籍、外
国船籍）

 ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低
発生水準の維持

★衝突・乗揚事故隻数とＡＩＳ搭載船舶の通
航隻数による事故発生水準

 門司分校への訓練機材の拡大整備
 海域に応じた英語教材の充実
 運用管制官を安定的に確保するための中長期的な方針策定

評価指標 ★評価指標

平成２７年度施策実施計画

8



（１） ふくそう海域の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

高精度かつ広域な潮流情報の提供

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 高精度かつ広域な潮流情報の提供

★詳細で正確な潮流予測シミュレーション
の作成海域数

 詳細で正確な潮流予測情報の提供

★潮流予測情報の利用者数

★航路内での航行船舶の停滞状況

（アンケート）

 ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低発生水準の維持

★衝突・乗揚事故隻数とAIS搭載船舶の通航隻数による事故
発生水準

③潮流情報の高精度化

 来島海峡、関門海峡、明石海峡において、各海峡の全域にわたる詳細で正確な潮流情報を提供するための観測・解析を行い、面的なシミュレーショ
ンを作成し、ウェブサイトにおいて、各海峡における時間毎の詳細で面的な潮流予測情報を提供する。

来島海峡での観測、解析、シミュレーション作成

関門海峡、明石海峡での観測、解析、シミュレーション作成

シミュレーションの情報提供

シミュレーションの情報提供

推進スケジュール

施策

 来島海峡での流速計･ライブカメラによる観測、解析
 来島海峡シミュレーション作成、検証
 来島海峡シミュレーション結果による潮流情報の提供

平成２６年度主な施策実施状況

9

 来島海峡シミュレーション結果による潮流情報の提供
 来島海峡での流速計・ライブカメラによる観測、解析、シミュレーション検証

★評価指標

平成２７年度施策実施計画

評価指標

来島海峡での観測、解析、シミュレーション検証



（１） ふくそう海域の安全対策

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 新たな航路法線の策定及び順中逆西の解消
の可否に係るシミュレーション、客観的な評価

 シミュレーションによる安全性・妥当性、 学識
経験者・航路利用者の検討を通じた新たな航
路法線及び航法の策定

― ―

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

新たな航路法線の検討（順中逆西
航法の解消を含む）

シミュレーションの実施を交えた

検証（平成25年度実施済み）

④航行環境の変化に応じた航法の見直し

施策

評価指標

 平成２５年度に実施したシミュレーション等の結果に基づく有識者による検討委員会の報告書とりまとめへの参画

 来島海峡航路の航路形状の見直し等により、航路内の見通しや航路屈曲角の改善が図られ、新たな航路法線策定の可能性が伺える。今後、関係機
関等との緊密な連携・協力を確保しつつ、新たな航路法線の検討（順中逆西航法の解消を含む）について、シミュレーションの実施を交えた客観的な
評価を実施する。

航法にかかる検討

取りまとめ

★評価指標

平成２６年度主な施策実施状況

推進スケジュール

10



（２） 準ふくそう海域の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

事故分析、通航実態の調査等

ＡＩＳ情報を活用した情報提供体
制等の構築に向けた検討

整流化方策の導入検討・調整

ＡＩＳ仮想航路標識による整流効
果の分析・評価

効果的な安全対策の策定

ＡＩＳ仮想航路標識等を活用した安全対策の推進（１／２）

 準ふくそう海域は、船舶交通量が多く、複雑な進路交差部が生じるため、重大事故が発生する蓋然性が高く、船舶交通の安全性を向上させる必要が
あることから、船舶交通の整流化を図りＡＩＳ仮想航路標識等を活用した安全対策を推進する。

 分離通航方式や推薦航路の採用を視野に船舶交通環境に応じた整流化方策、さらに整流化に伴って生じる新たな進路交差による衝突リスクに関し
軽減方策を策定する。
・ＡＩＳ情報等を活用した海難防止情報の早期提供体制及び制度を検証する。
・ＡＩＳ仮想航路標識による整流効果について、定量的な分析・評価を行い効果的な活用を進める。

ソフト・ハード面の検討等

提供可能な情報の検討等

整流効果の分析・評価 ＡＩＳ仮想航路標識の利活用の検討

具体案取りまとめ

事故分析・通航実態調査等

整流海域の抽出・方策の検討等
制度化に向けた手続き等

伊豆大島西方をモデル海域として推進

施策

推進スケジュール

伊豆大島西方をモデル海域として、東京湾新海上交通センター（仮称）の整備と連携しつつ効果的な安全対策を検討
・整流方策を導入すべき海域の抽出に必要となる事故発生状況、通航実態及び漁船操業実態等の調査・分析
・ＡＩＳ等の船舶動静情報の活用による衝突・乗揚防止に有効な安全情報の提供方法・時期・内容等の検討
・ＡＩＳ仮想航路標識の実証実験を踏まえ利活用に必要な分析・評価

平成２６年度主な施策実施状況
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（２） 準ふくそう海域の安全対策

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 整流化方策の策定

 海難防止情報の提供体制及び制度の策定
（施策具現化後の指標）

★ 整流化対策の導入海域数

（施策具現化後の指標）

★ 船舶交通流の整流化率（遵守率）

★ 衝突・乗揚事故回避事例件数・隻数

（施策具現化後の指標）

★ 衝突・乗揚事故隻数

★ 重大事故隻数

14

ＡＩＳ仮想航路標識等を活用した安全対策の推進（２／２）

乗揚防止避険線

整流化方策

①整流方法
⇒交通流を分離するためIMO推薦航路（中心線設定）の採用、海図への記載

②整流海域の明示方法
⇒ AIS仮想航路標識の活用

整流化方策

接近監視による情報提供

乗揚防止の情報提供

評価指標

 伊豆大島西方をモデル海域として、東京湾新海上交通センター（仮称）の整備と連携しつつ効果的な安全対策を検討
・整流方策を導入すべき海域の抽出に必要となる事故発生状況、通航実態及び漁船操業実態等の調査・分析
・ＡＩＳ等の船舶動静情報の活用による衝突・乗揚防止に有効な安全情報の提供方法・時期・内容等の検討
・情報提供体制の具体的構築に向けたソフト・ハード面の検討
・整流化方策の導入が必要な海域の抽出
・ＡＩＳ仮想航路標識の実証実験を踏まえ利活用の検討

伊豆大島西方海域において考えられる安全対策例

平成２７年度施策実施計画

★評価指標

推薦航路海図記載イメージ

ＡＩＳ仮想航路標識
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船舶事故分析機能の充実・発展
 部署単位での船舶事故発生隻数の管理、要因分析など地域毎に細分化した分析
 多角的な事故分析・対策立案の一助とした季節毎の事故の特徴及び傾向分析
（シーズンレポート）

 船舶事故分析手法の高度化に関し、他機関等における分析体制の把握
海難防止対策マネジメント体制の確立
 重点対象、目標の策定
 関係省庁の海難防止対策企画担当との連携強化
 海難防止活動の効果について評価・検証し、次年度以降の海難防止対策に反映

（４） 小型船舶の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

船舶事故分析機能の充実・発展

海難防止対策マネジメント体制の
確立

①海難防止対策のマネジメント体制の確立（１／２）

 統計的手法を用いた船舶事故の傾向分析に加え、事故調査から得られた背景要因やＡＩＳデータ等多様なデータを加味した分析手法を取り入れる
など、船舶事故分析機能を充実・発展させ、海難防止対策のマネジメント体制を確立する。

部署単位での船舶事故発生件数の管理、要因分析

船舶事故分析手法の検証・改善
５年間の総括評価

船舶事故分析の高度化に関する検討

検証・改善

対象、目標の明確化
活動の効果検証方法検討

検証方法の評価・改善
５年間の総括評価

検証・改善 検証・改善検証・改善

平成２６年度主な施策実施状況

施策

推進スケジュール
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海難防止対策、海難防止活動の効果の検証

シーズンレポート２０１４（夏・秋・冬）



（４） 小型船舶の安全対策

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 部署単位での船舶事故分析機能の向上

 海難防止活動の効果検証手法の確立

 目標達成に向けた具体的な取組み

 背景要因を加味した分析の実施

 船舶事故分析研修の実施

★海難調査実施要領の改定

★船舶事故分析に係る研修回数・受講者数

 部署単位の船舶事故分析能力の向上

 海難防止対策で対象とした船舶事故の減少

★部署単位の船舶事故分析能力の向上（アンケート）

★ 海難防止対策で対象とした船舶事故隻数

 小型船舶の事故の減少

 （船舶事故の減少）

★ 小型船舶の事故隻数（不可抗力によ
るものを除く）

★ （船舶の事故隻数）

①海難防止対策のマネジメント体制の確立（２／２）

船舶事故分析機能の充実・発展
 部署単位での船舶事故発生隻数の管理、
要因分析など地域毎に細分化した分析

 海難防止対策、海難防止活動の効果の検
証

 船舶事故分析手法の高度化に関し、他機
関等の効果的な分析手法に関する調査・
検討

海難防止対策マネジメント体制の確立
 海難防止活動の検証方法について評価・
検証し、次年度の重点目標の策定及び海
難防止対策に反映

平成２７年度施策実施計画

海難防止対策の

マネジメント

Do

（実施）

管区本部・保安部署

海難防止活動実施

Do

（実施）

管区本部・保安部署

海難防止活動実施

Check

（評価）

本庁・管区本部・保安部署

・海難調査実施

・地域毎に細分化した分析

・海難防止活動の効果検証

Check

（評価）

本庁・管区本部・保安部署

・海難調査実施

・地域毎に細分化した分析

・海難防止活動の効果検証

Action

（企画立案への反映）

本庁・管区本部

・海難防止対策の改善

・次年度以降の海難防止対策に反映

Action

（企画立案への反映）

本庁・管区本部

・海難防止対策の改善

・次年度以降の海難防止対策に反映

Plan

（企画立案）

本庁・管区本部

海難防止対策立案

Plan

（企画立案）

本庁・管区本部

海難防止対策立案

★評価指標評価指標
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②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化（１／２）

 小型船安全協会等が行う海難防止講習会に加え、小型船舶操縦免許取得（更新）講習会等、小型船舶操縦者が多く集まる場を活用するなど、指導の
裾野を広げるとともに、効果的な講習方法等について検討し、指導に活用する。

 海上安全指導員等民間ボランティアと連携した巡回指導を強化し、小型船舶操縦者全体に対する発航前点検等の安全意識の高揚を図るとともに、水
産庁が推進する安全推進員と連携したライフジャケット着用と見張りの徹底等の指導・啓発体制を強化する。

 効果的な安全対策の推進のために、小型船舶の活動海域の利用調整やマリーナ、海の駅、係留場所での海難防止活動について、地方公共団体や
公益法人である小型船安全協会等関係者との間で連携強化を図る。

 これまで海難防止講習会等に参加していなかった者に対しても海難防止指導を徹底すべく、プレジャーボート等が活動する現場海域において、小型
艇等を活用した訪船指導・取締りの方法、要員等について検討し、より実効性のある海難防止指導体制を構築する。

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

小型船舶免許取得（更新）講習会
等による指導の裾野拡大、効果的
な講習会方法の検討、推進

関係機関との連携強化

統一的な講習会資料の作成
船舶事故分析を踏まえた効果的な講習会の実施、講習会資料の更新

免許更新時に使用するテキスト更新・ＤＶＤ等作成への参画

施策

推進スケジュール

小型船舶免許取得（更新）講習会等による指導の裾野拡大、効果的な講習会方法の検討、推進
 船舶事故分析を踏まえた統一的な講習会資料の作成
 指導啓発用グッズの検討・配布（発航前点検項目が記載された船舶検査証書ケース等）
 免許更新時に使用するテキスト更新
関係機関との連携強化
 小型船安全協会、海上安全指導員の活性化策の検討
 水産庁と連携した指導啓発体制の検討・推進
小型艇等を活用した訪船指導・取締り方法等、より実効性のある海難防止指導体制の構築
 訪船指導等のあり方の検討及び課題の整理 【訪船指導隻数:24,271隻・講習会の受講者数:45,182人】

平成２６年度主な施策実施状況

（４） 小型船舶の安全対策
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○ 啓発グッズ（ソフトクリアケース）

新たな連携体制による指導啓発等の実施、連携体制等の見直し

関係機関と連携した指導・啓発体制の構築
小安協・海上安全指導員の活性化策の検討

（水産庁事業である安全推進員の養成講習会と連携した事故防止に係る指導・啓発活動、地方公共団体や
小安協等と連携した指導啓発等の推進）



（４） 小型船舶の安全対策

②関係省庁等と連携した指導・啓発体制の強化（２／２）

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 関係省庁、海難防止団体等と連携した海難
防止講習会等による指導の裾野拡大、効果
的な講習方法の確立

 小型艇等を活用した訪船指導・取締り方法等
のより実効性のある体制の構築

★講習会の受講者数（実施回数）

★ 訪船指導隻数

 小型船舶運航者の安全運航に係る基本的な認
識の向上

★海難防止講習会等の小型船舶の安全対策に関
する施策の認知度、安全意識度（アンケート）

 小型船舶の事故の減少

 （船舶事故の減少）

★ 小型船舶の事故隻数（不可抗力によるも
のを除く）

★ （船舶の事故隻数）

小型船舶免許取得（更新）講習会等による指導の裾野拡大、効果的な講習会方法の検討、推進
 船舶事故分析を踏まえた効果的な講習会の実施、講習会資料の更新
 免許更新時に使用するテキスト更新・ＤＶＤ等作成への参画
 魅力的な指導啓発用グッズの検討・配布（発航前点検項目が記載された船舶検査証書ケース等）
関係機関との連携強化
 小型船安全協会、海上安全指導員の活性化策の試行
 水産庁と連携した指導啓発活動の実施
小型艇等を活用した訪船指導・取締り等、より実効性のある海難防止指導体制の構築
 訪船指導のあり方の検討及び課題の整理、海難防止指導体制の検討

関係省庁海難防止連絡会議

平成２７年度施策実施計画

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

小型艇等を活用した訪船指導・取
締り方法等、より実効性のある海難
防止指導体制の構築

評価指標

訪船指導等のあり方の検討、課題の整理

海難防止指導体制の検討
海難防止指導体制の試行・検証

★評価指標

16海上安全指導員と海上保安官による合同パトロール 全国海難防止強調運動

海難防止指導の実施・検証



（４） 小型船舶の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

緊急情報配信サービスの利便性の
向上に向けたシステムの改良

スマートフォンの特性を活用し海難
防止に有効な機能の導入

船舶用インターネット環境の早期構
築に関する関係機関との調整

③ＩＣＴを活用したＭＩＣＳの充実強化（１／２）

 緊急情報配信サービスについて、利便性の向上に向けたシステム改良を図るとともに、周知活動を行い、利用者の拡充を図る。
 スマートフォンの特性（ＧＰＳ位置表示機能、情報表示能力の高さ等）を活用し、海難防止に有効な機能を導入する。
 船舶用インターネット環境の早期構築に向けて関係機関との調整を推進する。

システム改修

システム、運用面の改善

システム改修、運用面の
検証

スマホ専用ページ整備

スマホによる情報提供機能の調査事項の検討及
び調査

実証実験の課題の整理

推進スケジュール

システム改修に係る検討

システム改修

緊急情報配信サービスのシステムの改良
 ニーズ把握、登録手続きの簡素化、利便性等の検討を踏まえたシステム改修
スマートフォンの特性を活用し海難防止に有効な機能の導入
 スマートフォン専用のウェブ画面の整備
 スマートフォンによる情報提供機能の調査事項の検討
船舶用インターネット環境の構築に向けた関係機関との調整
 （一財）航路標識協会による船舶用インターネット環境構築のための調査研究結果の課題の整理

施策

平成２６年度主な施策実施状況

関係省庁連携による通信事業者の動向把握等
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③ＩＣＴを活用したＭＩＣＳの充実強化（２／２）

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 緊急情報配信サービスの利便性向上

 スマートフォンの特性を活用した安全情報の充
実

 海上におけるインターネット環境の築に向けた
関係省庁等との連携

★ システム整備件数

 小型船舶運航者の安全運航に係る基本的な認
識の向上

★緊急情報配信サービスの登録者数

★ＭＩＣＳホームページのアクセス数

★ ＭＩＣＳによる安全意識の向上 （活用状況等ア
ンケート）

 小型船舶の事故の減

 （船舶事故の減少）

★ 小型船舶の事故隻数（不可抗力による
ものを除く）

★ （船舶の事故隻数）

★評価指標

Web画面の改修
改修前 改修後

MICSWebページ改修による対応
画面タッチによる現在地付近を表示

ひと目で情報
が見やすく
操作が簡単に

評価指標

緊急情報配信サービスのシステムの改良
 ２６年度改修のシステム及び運用面の検証
スマートフォンの特性を活用し海難防止に有効な機能の導入
 スマートフォン専用のウェブ画面の運用開始（平成２７年夏頃予定）、システム及び運用面の検証
 洋上における機関故障事案を回避する手法「トラブルシュート」の掲載
 スマートフォンによる情報提供機能の調査
船舶用インターネット環境の構築に向けた関係機関との調整
 関係省庁連携による通信事業者の動向把握、働きかけ

平成２７年度施策実施計画

（４） 小型船舶の安全対策
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危険箇所等
の情報を現
在地の地図
上でポップア
ップ表示

必要とする情報
を見つけにくい



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

ＡＩＳ搭載による海難防止効果等の有
効性の周知啓発

ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討、

普及促進

簡易型ＡＩＳの有効性やＡＩＳ船舶衝突
警報の有効性等の検証

④簡易型ＡＩＳの普及促進等（１／２）

 小型船舶に対し、ＡＩＳ搭載に関する海難防止効果等の有用性について周知啓発を行ない、普及促進を図る。
 ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討を行ない、普及促進を図る。
 ＡＩＳ非搭載船舶に対する簡易型ＡＩＳの有効性やＡＩＳ船舶衝突警報（音と光での警告）の有用性等を検証するための社会実験に積極的に取り組むと
ともに、その結果を踏まえ、（公社）日本海難防止協会をはじめとする海難防止団体等と連携し、普及促進を図る。

海事局、水産庁と連携した周知啓発活動の実施

簡易型ＡＩＳの有用性の検証（社会実験）

実態調査、支援措置の導入・普及

海事局、水産庁、関係業界との普及促進策等の検討

推進スケジュール

施策

ＡＩＳ搭載による海難防止効果等の有効性の周知啓発
 関係省庁会議等における協力体制の構築など海事局、水産庁と連携した周知啓発活動
 東北総合通信局、東北運輸局、第二管区海上保安本部の三機関連携による連絡会議を設置、
簡易型ＡＩＳ普及を軸とした漁船海難防止活動の推進（気仙沼遠洋漁協所属船全３３隻に搭載）

ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討、普及促進
 関係省庁連携による小型船へのＡＩＳ搭載拡大のための無線局免許手続き等の簡素化及び
漁船への支援措置の導入・普及（四省庁合同によるパンフレットの作成）

簡易型ＡＩＳの有効性やＡＩＳ船舶衝突警報等の有効性等の検証
 平成２５年度に実施した検証結果を踏まえた簡易型ＡＩＳの有効性の調査、課題の整理

平成２６年度主な施策実施状況

（４） 小型船舶の安全対策
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4省庁合同パンフレット（ＡＩＳ普及促進）



アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 簡易型ＡＩＳ等の有効性・有用性の検証

 ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の創出

 ＡＩＳ、簡易型ＡＩＳの有効性の周知

★ インセンティブの有効度

 ＡＩＳ、簡易型ＡＩＳの搭載拡大

★小型船舶のＡＩＳ、簡易型ＡＩＳの搭載隻数

 小型船舶の事故の減少

 （船舶事故の減少）

★ 小型船舶の事故隻数（不可抗力によるものを
除く）

★ （船舶の事故隻数）

④簡易型ＡＩＳの普及促進等（２／２）

ＡＩＳ搭載による海難防止効果等の有効性の周知啓発
 関係省庁会議等に基づいた海事局、水産庁と連携した継続した周知啓発活動
ＡＩＳ搭載のインセンティブ等の検討、普及促進
 関係省庁と連携したメリット発掘に向けた課題の整理及びインセンティブの検討

ＡＩＳ情報（位置、針路、速力等を相互に確認可能）

 AISは雨や波の影響を受けず、荒天時でも
お互いの位置、針路等を容易に確認できます！

ＡＩＳ船舶
衝突警報
（音と光で
の警告）

★評価指標

平成２７年度施策実施計画

評価指標
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（４） 小型船舶の安全対策



①航路標識の最適配置の推進（１／３）

 必要性が少なくかつ廃止しても安全性に影響がないと評価される光波標識について、利用者及び地元関係者との十分な調整を行い計画的に廃止あ
るいは配置・機能の最適化を進める。

 存続が必要な光波標識については、より安定した運用が必要となることから、雨、霧などの視界不良時や消灯事故等においても、その位置や運用状
況等の情報を通報するＡＩＳ航路標識（ＡＩＳ信号所）を新たな航路標識として導入することについて、国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）が勧告等により定め
た定義や用途等を踏まえ、その設置及び運用方針を策定する。

 事業者等からの申請に基づき海上保安庁長官の許可により設置・管理される航路標識（許可標識）は、性能基準により一律に審査されていることから、
地域ごとの航行環境を踏まえた審査基準の導入等を図る。

 ロランＣについては、新島ロランＣ局と慶佐次ロランＣ局についても計画的に廃止を進める。
 ＤＧＰＳについては、米国によるＧＰＳ衛星の近代化（精度向上）や我が国の準天頂衛星の運用開始が実現し船舶の航行援助に有機的に活用されれ
ば、当初の役割を終える。しかしながら、現在、同近代化計画が大幅に遅れていることや、ＧＰＳの異常（妨害を含む）が発生した場合には船舶交通に
重大な支障を及ぼすことが予想されることから、ＧＰＳ衛星の近代化等の実現と異常による支障等の状況を踏まえ対応する。

最適化の推進
 策定した光波標識最適化計画の指導・徹底
 光波標識の休止・廃止 【光波標識の最適化基数：２１基】

ＡＩＳ信号所の整備及び運用方針
 ＩＭＯ等の国際機関等の検討を踏まえたＡＩＳ信号所の整備・運用方針（案）の策定
 ＡＩＳ信号所のニーズの調査
 ＡＩＳ信号所の整備（浦賀水道、伊予灘） 【ＡＩＳ信号所の設置基数：２基】

許可標識の審査基準の見直し
 許可標識の現行制度の課題と解決策の素案策定

平成２６年度主な施策実施状況

ロランＣ局の廃止
 慶佐次ロラン局廃止
 慶佐次ロラン局地権者との借地返還に向けた調整
 新島ロラン局施設撤去、土地返還に向けた調整

ＤＧＰＳの対応方針
 ＧＰＳ近代化計画、準天頂衛星の配備計画、e-loran等 代
替システムの情報収集

施策

（５） 航路標識の整備・管理の在り方

21



実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

計画的な廃止あるいは配置・機能
の最適化の推進

ＡＩＳ信号所の整備及び運用方針
の策定・推進

航行環境を踏まえた許可標識の
審査基準の見直し

ロランＣ局の廃止

ＤＧＰＳの対応方針の策定

①航路標識の最適配置の推進（２／３）

（約４００基を計画期間（１０年）に休止・廃止）休止・廃止

整備・周知活動

現行制度の課題と解決策の素案作成、事業関係者
との調整

審査基準の改正

施行
関係者への周知

慶佐次局施設撤去、土地返還
慶佐次局廃止

IMO等の国際機関等の検討を踏まえた整備・運
用の方針の策定、ニーズ調査、整備計画の策定

推進スケジュール

新島局施設撤去、土地返還

策定した最適化計画の指導・徹底

ＧＰＳ近代化計画等に併せたＤＧＰＳのあり方（業務継続性、老朽化対策）の検討

ＧＰＳ近代化計画、準天頂衛星の配備計画、e-loran等代替システムの継続した情報収集

ＤＧＰＳ利用状況把握

（５） 航路標識の整備・管理の在り方
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アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

★ 光波標識の最適化（廃止、休止）基数

★ ＡＩＳ信号所の設置基数

★許可標識の新審査基準の導入、申請手続きの簡

素化に関するアンケート

★ ロランＣの廃止基数

（ＧＰＳ近代化計画実現までの間、ＤＧＰＳの業務

継続性、老朽化対策）

★ ＤＧＰＳの機器換装局数

★最適化に伴う維持・更新費の削減額

★ ＡＩＳ信号所設置による安全性の向上（アンケート）

★ 許可標識及び簡易標識の設置基数

★ ロランＣ廃止に伴う維持・更新費の削減額

★ ＤＧＰＳの運用率

 船舶交通の安全確保

（選択と集中による航路標識整備事

業の推進）

①航路標識の最適配置の推進（３／３）

最適化の推進
 光波標識の休止・廃止

ＡＩＳ信号所の設置及び運用方針
 ＩＭＯ等の国際機関等の検討を踏まえたＡＩＳ信号所の整備・運用方針の策定
 ＡＩＳ信号所の整備計画の策定
 ＡＩＳ信号所の整備（伊勢湾、明石海峡、洲本沖）

許可標識の審査基準の見直し
 許可標識の現行制度の課題と解決策の素案を踏まえた事業関係者との調整

ロランＣ局の廃止
 慶佐次ロラン局施設撤去、地権者との借地返還に向け
た調整

 新島ロラン局施設撤去、土地返還

ＤＧＰＳの対応方針
 ＧＰＳ近代化計画、準天頂衛星の配備計画、e-loran等
代替システムの情報収集

 ＤＧＰＳ利用状況の把握

★評価指標評価指標

平成２７年度施策実施計画

（５） 航路標識の整備・管理の在り方
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実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

長寿命化対策の推進

低廉化対策の推進

②航路標識の的確な維持管理・更新（１／２）

 長寿命化対策として、経年劣化により施設が倒壊するおそれがある航路標識については、計画的な補強等を講じ、的確な維持管理を推進する。
 鋼構造物の腐食劣化診断の新技術開発を進め、灯浮標等の適正な維持管理・更新を推進する。
 低廉化対策として、定期的に交換を行わなければならない航路標識機器等については、汎用品の導入、仕様改良による部品交換の周期延伸及び
ダウンサイジング等を推進する。

【補強、補修】

点検、調査

補強、補修 （点検、調査を踏まえ概ね１０％の補強、補修を想定）

【ダウンサイジング】

点検、調査

施設の建替 （点検、調査を踏まえ概ね５％の施設の建替を想定）

【ポリエチレンブイ】実証実験、報告書作成

導入計画の策定
導入

新東京湾センター（仮称）【運用管制卓への汎用品の導入】

（「長寿命化対策の推進」の点検、調査に同じ）

（約２４００基を計画期間（１０年）に点検、調査）

長寿命化対策
 施設の点検、調査の結果に基づく、補強、補修計画の策定 【点検、調査基数：２２２基、補強、補修基数:１２基】
低廉化対策
 施設の点検、調査の結果に基づくダウンサイジングによる建替え計画の策定
 ポリエチレンブイの実証実験

推進スケジュール

施策

平成２６年度主な施策実施状況

伊勢湾センター

（５） 航路標識の整備・管理の在り方
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評価指標

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 長寿命化対策の推進

★点検・調査基数、補強、補修基数

 低廉化対策の推進

★ ＦＲＰ製灯台等を活用したダウンサイジ ング基数

★ 海上交通センター運用管制卓への汎用品の導入

 長寿命化対策の推進

★長寿命化対策による建替え更新費の削減額

 低廉化対策の推進

★低廉化対策による建替え更新費の削減額

★低廉化対策による機器更新費の削減額

 船舶交通の安全確保

（選択と集中による航路標識整備事

業の推進）

長寿命化対策
 施設の補強・補修整備及び平成２７年度の施設の点検、調査の結果に基づく、補強、補修計画の策定
低廉化対策
 ダウンサイジングによる施設の建替え及び平成27年度の施設の点検、調査の結果を踏まえてた建替え計画の策定
 ポリエチレンブイの実証実験に関する報告書の作成

②航路標識の的確な維持管理・更新（２／２）

★評価指標

長寿命化対策 低廉化対策

平成２７年度施策実施計画

（５） 航路標識の整備・管理の在り方
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実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

気象情報提供システムの整備

③灯浮標をプラットフォームとした気象情報提供システムの整備（１／２）

 船舶の航行海域における的確な気象情報を効果的かつ効率的に提
供するため、小型・省電力化した気象観測装置及びＡＩＳ通信技術を
活用し、これまで困難であった灯浮標に、これらの気象情報提供シス
テムを整備する。

整備

前年度整備箇所の状況把握

ニーズ調査

整備計画の策定

（平成２６～２７年に５箇所を整備）

施策

推進スケジュール

気象情報提供システム
 気象情報提供システムの整備（浦賀水道、伊予灘）
【灯浮標への気象情報提供システムの整備箇所数：２基】

 平成２５年度に整備した関門航路西口、東口の気象情報提供システ
ムの状況把握

平成２６年度主な施策実施状況

明石海峡航路中央第二号灯浮標

洲本沖灯浮標瀬戸内海

太平洋
太平洋

伊勢湾

明石海峡 伊良湖水道

伊勢湾第二号灯浮標

友ヶ島水道

〔27年度整備箇所〕
明石海峡、友ヶ島水道、伊良湖水道の既設灯浮標 ３箇所

（５） 航路標識の整備・管理の在り方
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（５） 航路標識の整備・管理の在り方

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 航行海域における的確な気象情報を提供するためのシ
ステムの整備計画策定及び推進

★灯浮標への気象情報提供システムの整備箇所数

 航行海域における的確な気象情報の提
供による利用者の利便性の向上

★利便性の向上（アンケート）

 船舶交通の安全確保

③灯浮標をプラットフォームとした気象情報提供システムの整備（２／２）

評価指標 ★評価指標

気象情報提供システム
 気象情報提供システムの整備（伊勢湾、明石海峡、洲本沖）
 平成２６年度に整備した浦賀水道、伊予灘の気象情報提供システムの状況把握
 ニーズ調査

平成２７年度施策実施計画
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②避難勧告等の確実な伝達手段及び既存の安全対策の見直し（１／２）

 避難勧告等が伝達されなかった場合に備えた自主的安全対策の規約作りの推進を含め、避難勧告等が在泊船舶に適切に伝達されるように、各港
状況に応じた代替手段を確保する。

 荷役設備の電源二重化による緊急離桟時の安全対策強化等の大型危険物積載船に係る行政指導指針の見直し及び中央防災会議が提言する新
想定に基づく津波防災情報図を活用した既存の安全対策の見直し等を進める。

施策

避難勧告等災害時情報提供体制の構築
 国際VHFや漁業無線の活用等情報伝達手段の多重化 【避難勧告等連絡手段の多重化を構築した港数：４２０港】
 各港毎に自主的安全対策の規約作り推進
大型危険物積載船に係る行政指導指針（緊急離桟関係）の見直し
 クイックリリースフック、緊急遮断装置（ＥＳＤＳ）等の設備強化及び電源二重化の促進
 緊急離桟に備えた支援体制の検討
中央防災会議新想定を踏まえた船舶避難体制の構築等各港の既存の安全対策の見直し【安全対策の見直しを協議した協議会の数：１０７箇所】
 各港の津波特性を踏まえた避難海域や船舶の対応に関する見直し
 在港船舶の危険度に応じた避難方法の意見聴取・整理
 各港毎、船種別の優先順位の検討・合意形成
 タグ、水先人等の支援体制を含めた整理
新想定に基づき作成した津波防災情報図の活用
 津波防災情報図の作成及び周知

（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策
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平成２６年度主な施策実施状況

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

避難勧告等災害時情報提供体制
の構築（代替伝達手段、勧告未達
時の対策等を含む。）

大型危険物積載船にかかる行政指
導指針の見直し

中央防災会議新想定を踏まえた船
舶避難体制の構築等各港の既存
の安全対策の見直し

国際ＶＨＦや漁業無線の活用等情報伝達体制などの導入

推進スケジュール

クイックリリースフック等の設備強化などの導入

津波特性を踏まえた避難海域や船舶の対応などの導入



②避難勧告等の確実な伝達手段及び既存の安全対策の見直し（２／２）

（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策
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実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

新想定に基づき作成した津波防災
情報図の活用

津波防災情報図の作成（～27年度）

津波防災情報図の周知

避難勧告等災害時情報提供体制の構築
 国際VHFや漁業無線の活用等情報伝達手段の多重化
 各港毎に自主的安全対策の規約作り推進
大型危険物積載船に係る行政指導指針（緊急離桟関係）の見直し
 クイックリリースフック、緊急遮断装置（ＥＳＤＳ）等の設備強化及び電源二重化の促進
中央防災会議新想定を踏まえた船舶避難体制の構築等各港の既存の安全対策の見直し
 各港の津波特性を踏まえた避難海域や船舶の対応に関する見直し など２６年度の実施事項に同じ

新想定に基づき作成した津波防災情報図の活用

 津波防災情報図の作成及び周知

平成２７年度施策実施計画

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 避難勧告等災害時情報提供体制の構築

 大型危険物積載船に係る行政指導指針の改正及び普及

 中央防災会議新想定を踏まえた船舶避難体制の構築等各港

の安全対策の改正及び普及

 新想定に基づく津波防災情報図を活用した安全対策の改正
及び普及

★避難勧告等連絡手段の多重化を構築した港数

★ 既存の安全対策の見直しを協議した協議会の数

 船舶避難に関する意識の向上

 災害時における安全で円滑な避難

★災害時に各船舶が執るべき行動の
認知度（アンケート）

★ 安全対策の見直しを行った港数

 船舶交通の安全確保

★評価指標評価指標



（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

航路標識の耐震診断

耐震・耐波浪補強

自立型電源化

電球から新素材（ＬＥＤ等）を用

いた新光源へ移行

③航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備（１／２）

 地震等災害により強度が劣化した航路標識の耐震補強、耐波浪補強整備を進める。
 従来から航路標識の電源供給に配電線路を使用している施設は、地震や台風等の自然災害には脆弱であることから、停電により航路標識の運用が
停止することのないよう、航路標識用電源の自立型電源化（太陽電池化）を進める。

 航路標識用光源として使用している電球から新素材（ＬＥＤ、有機ＥＬ等）を用いた新光源への移行を推進する。

耐震診断

耐震補強

耐波浪補強

自立型電源化

（７）戦略的技術開発
⑤省電力高輝度光源の開発に記載

（約８０基の耐震診断を実施）

（約６０基の耐震補強を実施）

（約１１０基の耐波浪補強を実施）

（約１１０基の自立電源化を実施）

 耐震診断 【６７基】
 耐震補強 【１３基】
 耐波浪補強 【３７基】
 自立型電源化 【５９基】

平成２６年度主な施策実施状況

推進スケジュール

施策
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アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 耐震・耐波浪補強の推進

 自立型電源化の推進

★耐震診断の実施基数

★耐震補強の実施基数

★耐波浪補強の実施基数

★自立型電源化の実施基数

 災害発生時の航路標識の信頼性の向上、船舶交
通の安全性の向上

★耐震、耐波浪補強した航路標識の運用率

★自立型電源化した航路標識の運用率

 船舶交通の安全確保

 耐震補強 【４基】
 耐波浪補強 【５基】
 自立型電源化 【２５基】

③航路標識の耐震化、自立型電源化等の整備（２／２）

★評価指標

耐震化、自立型電源化等のイメージ図

平成２７年度施策実施計画

評価指標

（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策
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（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

地震想定の変更等状況にあわせ
た「航路標識の災害対策の推進に
係る基本計画」の見直し

特定の浮標基地等における災害
復旧拠点としての体制整備

④航路標識の防災・減災体制の整備（１／２）

 東日本大震災を教訓に策定した「航路標識の災害対策の推進に係る基本計画」については、地震想定の変更等状況に合わせ不断の見直しを行う
とともに適切な運用を図る。

 大規模な災害発生時において、被災地域の生活必需品の大量輸送及び復旧活動を円滑に遂行するためには、海上輸送航路の早期啓開が必要
となる。このことから災害発生時は、特定の浮標基地等に復旧資機材を集約し、迅速な復旧活動に資するよう災害復旧拠点としての体制を整備する。

新たな災害の被害想定、知見による見直し

防災減災にかかる体制の検討

防災減災にかかる体制の整備

施策

推進スケジュール

地震想定の変更等状況にあわせた「航路標識の災害対策の推進に係る基本計画」の見直し
 新たな災害の被害想定、知見による見直し
特定の浮標基地等における災害復旧拠点としての体制整備
 関係機関との連携体制の調整及び航路標識等輸送対応マニュアルの策定
 復旧資機材の調達計画の策定及び整備（簡易灯火、簡易灯浮標等、第三管区～第七管区本部） 【非常用灯器等の整備率：２６％】

平成２６年度主な施策実施状況
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（６） 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策

④航路標識の防災・減災体制の整備（２／２）

地震想定の変更等状況にあわせた「航路標識の災害対策の推進に係る基本計画」
の見直し
 新たな災害の被害想定、知見による見直し
 津波等による航路標識等の被害想定の策定
特定の浮標基地等における災害復旧拠点としての体制整備
 主要港湾に設立されている港湾ＢＣＰ協議会参画等を通じた関係機関との連携体
制の構築

 復旧資機材の整備（非常用灯器、非常用灯浮標、簡易灯火、簡易灯浮標、第一
～三、六、七、十管区本部）

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 地震想定の変更等状況にあわせた「航路標識
の災害対策の推進に係る基本計画」の改正

 災害復旧拠点の体制整備
★復旧拠点体制の整備箇所数
★非常用灯器等の整備率

 航路標識の防災・減災体制の強化
 災害発生時の航路標識の復旧対応能力の向上
★航路標識の運用率

 船舶交通の安全確保

★評価指標

◎
袖ヶ浦◎

名古屋港
◎

大阪
◎

広島

関門
◎

佐世保◎

一管区

二管区

三管区

四管区
五管区

六管区

八管区

九管区

七管区

十管区

十一管区

現状の浮標基地位置図 （６箇所）

評価指標

平成２７年度施策実施計画
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（７） 戦略的技術開発

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

次世代ＡＩＳの国際標準化

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 国際機関への提案・審議

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ 情報提供、航行指導件数等

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ ＡＩＳ通信の逼迫度

★ ＡＩＳ、簡易型ＡＩＳの搭載隻数

★ 衝突・乗揚事故回避件数・隻数

★ 定時性・効率性の向上（アンケート）

※施策具現化後の指標

新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★船舶交通の安全性・効率性の向上

①次世代AISの国際標準化

 高速度通信や通信容量の拡大等に対応した次世代ＡＩＳについて、関係機関と連携し、我が国主導で開発を進め、その国際標準化を図る。
 また、次世代ＡＩＳの国際標準化は、技術研究開発の推進施策として、国土交通省技術基本計画にも示されており、国内外において広く社会に貢献
することが目的とされている。

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催

次世代ＡＩＳ性能基準案の策定

ＩＭＯ等での審議

★評価指標

施策

推進スケジュール

評価指標

国際会議開催

 ＯＰＲＦ財団助成金による「次世代ＡＩＳ国際標準化のためのワークショップ」を平成２６年１２月に開催し、次世代ＡＩＳの性能基準案の策定
 国内のメーカーと共同による次世代ＡＩＳ開発に資する海上調査の実施
 ＩＡＬＡ、ＩＭＯ等における次世代ＡＩＳの開発に係る議論への参画

平成２６年度主な施策実施状況

 次世代ＡＩＳの開発促進に向けた国際会議の開催
 ＩＡＬＡ、ＩＭＯ等における次世代ＡＩＳの開発に係る議論への参画

平成２７年度施策実施計画

ＩＭＯ等での承認

国際会議開催 国際会議開催
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（７） 戦略的技術開発

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

ビッグデータを活用した情報を収
集・蓄積するシステムの検討

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 ＡＩＳデータ等を活用した船舶動態予測システ
ムの開発

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ 情報提供、航行指導件数等

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ ＡＩＳ通信の逼迫度

★ ＡＩＳ、簡易型ＡＩＳの搭載隻数

★ 衝突・乗揚事故回避件数・隻数

★ 定時性・効率性の向上（アンケート）

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ 船舶交通の安全性・効率性の向上

②船舶交通環境データ収集システムの開発

 海上ブロードバンドなど高速・大容量の情報伝達手段を活用し、航行船舶のＡＩＳデータ、気象・海象及びレーダー映像等のリアルタイム性を有する
船舶交通環境のデータを収集・蓄積するシステムの開発を促進する。

小型船船舶の動静把握手段についての検討

小型船舶の安全対策等への活用の検討を実施

 統計数理研究所が平成25年度に作成した「ＡＩＳデータを活用した船舶の動態予測システム」に関する報告書を基にした船舶動態予測に係る検討
 小型船の位置情報の取得について、スマートフォンを用いる方法の検証のため（一財）日本航路標識協会による検討会に参画

★評価指標

システムの仕様書検討・策定

情報提供の開始

システムの製造・試験調整等

施策

推進スケジュール

評価指標

平成２６年度主な施策実施状況

 平成25年度、平成26年度の船舶動態予測に係る検討結果を基にシステムの仕様の検討・策定
 船舶のレーダー、画像解析等による小型船の位置情報の取得に関する技術の研究

平成２７年度施策実施計画
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（７） 戦略的技術開発

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

海潮流データの常時収集体制の
構築

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 我が国沿岸海域における海況の常時把握体
制の構築

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ 情報提供、航行指導件数等

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ ＡＩＳ、簡易型ＡＩＳの搭載隻数

★ 衝突・乗揚事故回避件数・隻数

★ 定時性・効率性の向上（アンケート）

※施策具現化後の指標

 新技術を活用した施策の策定（長期的な船舶交通安全政策）

★ 船舶交通の安全性・効率性の向上

③海潮流データの常時収集体制の構築

遠州灘などにおける漂流ブイを用いた常時観測の実施

 新技術を導入した漂流ブイや自律型海洋観測装置等を用いて海潮流や水温等の海況データを収集し、我が国沿岸海域における海況の常時把握
体制を構築する。

自律型海洋観測装置(AOV)による海潮流観測

漂流ブイによる海潮流観測

★評価指標

施策

評価指標

本州南方海域における漂流ブイを用いた常時観測の実施

推進スケジュール

平成２６年度主な施策実施状況

平成２７年度施策実施計画
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（７） 戦略的技術開発

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

腐食劣化診断モニタリング技術の
開発

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 腐食劣化診断マニュアルの策定

★腐食劣化診断マニュアルによる灯浮標
及び浮体式灯標の点検基数

 灯浮標及び浮体式灯標の更新時期の合理化

★更新年数を延伸した航路標識基数

★維持管理・更新費の低減額

 船舶交通の安全確保

（選択と集中による航路標識整備事業の推進）

④航路標識の腐食劣化診断技術の開発

 平成２５年度に海上技術安全研究所が開発した灯浮標・浮体式灯標の保守管理手法等の有効性の検証及び保守管理マニュアルの策定

 鋼構造物である浮体式灯標等の航路標識を適切に維持管理するためには、腐食劣化を定量的に評価し、老朽度を的確に見極め、最適な時期に必
要な部材のみを交換する。

 腐食の潜伏期から進展期に移行するまでの劣化の度合を判定するために、赤外線サーモグラフィ法、インピーダンス計測等による塗膜 劣化及び超
音波法等による板厚計測等のデータを解析する新たな腐食劣化診断モニタリング技術を国土交通省総合政策局と連携して開発する。

保守管理手法等の現場検証

マニュアルの作成

マニュアルの運用

運用実態等を踏まえたマニュアル見直しの検討

★評価指標

推進スケジュール

施策

評価指標

平成２７年度施策実施計画

 平成２５年度に海上技術安全研究所が開発した灯浮標・浮体式灯標の保守管理手法等の有効性の検証
 当該技術の有効性を定量的に実証するための必要なデータの収集

平成２６年度主な施策実施状況
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（７） 戦略的技術開発

実施事項 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

省電力高輝度光源の開発

⑤省電力高輝度光源の開発（１／２）

 新素材による高輝度化・省電力化・軽量化した光源・灯器を開発し、沿岸灯台等に利用し災害に対する耐力を強化する。
 新光源の開発にあわせ、光通信技術を用いて、情報を重畳する技術の開発を促進する。

仕様書の検討・策定等

高輝度光源の導入に併せた通信距離・通信速度の改善

導入

【中型灯台用】

【大型灯台用】

市場調査及び基本設計等
仕様書の検討・策定導入箇所の決定等

導入

【照射灯等】
導入箇所の検討

仕様書の検討・策定
導入

【光通信を利用した情報提供】
平成25年度の研究のまとめ

用途、性能要件の検討、性能の確定

施策

推進スケジュール

中型灯台を対象とした省電力高輝度光源
 試作器の評価を踏まえた仕様書の策定
大型灯台を対象とした省電力高輝度光源
 市販品、既存のレンズを用いた実験による試作器作成に係る課題の抽出
光通信を用い情報を重畳する技術(可視光通信技術)
 平成２３年度から２５年度まで実施した研究成果を踏まえ今後の課題の抽出
 可視光通信技術を用いた情報提供の発展性の検討

平成２６年度主な施策実施状況
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（７） 戦略的技術開発

アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

 高輝度ＬＥＤ灯器等の開発

 可視光通信技術の開発

★高輝度ＬＥＤ灯器等の整備基数

 航路標識の機能維持・信頼性の向上

★航路標識の運用率

★維持管理・更新費の低減額

 船舶交通の安全確保

（選択と集中による航路標識整備事業の推進）

⑤省電力高輝度光源の開発（２／２）

大型灯台を対象とした省電力高輝度光源
 試作器の性能等の検証を踏まえた仕様書の策定
 大型灯台を対象とした省電力高輝度光源の導入箇所の決定
照射灯等を対象とした省電力高輝度光源
 導入箇所の検討
光通信を用い情報を重畳する技術(可視光通信技術)
 可視光通信技術を用いた情報提供に関する発展性の検討
 検討結果を実現するために必要な性能の確定

★評価指標

2013 年10 月21 日 シチズン電子株式会社発表資料より

大型灯台で使用しているフレネルレンズは再活用

現在使用している光源を

最先端の

LED素子に

大型灯台

中型灯台

ＬＥＤを活用し
た灯器へ

中型灯台で使用している
光学系を

超高光度LED光源
試作器

2013 年10 月21 日 シチズン電子株式会社発表資料より

大型灯台で使用しているフレネルレンズは再活用

現在使用している光源を

最先端の

LED素子に

大型灯台

中型灯台

ＬＥＤを活用し
た灯器へ

中型灯台で使用している
光学系を

超高光度LED光源
試作器

評価指標

平成２７年度施策実施計画
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